
新型コロナウイルス感染症に関する本県の対応状況等

Ｒ２．４．８

１ 主な対応状況

令和２年

（１月３０日 国が新型コロナウイルス感染症対策本部を設置）

３１日 県に「中小企業特別相談窓口」を設置

（３１日 ＷＨＯが緊急事態宣言）

２月 ３日 宮崎県新型コロナウイルス感染症対策本部の設置

宮崎県新型コロナウイルス感染症対策本部会議（第１回）の開催

５日 「帰国者・接触者相談センター、同外来」の設置

（１３日 国が緊急対応策を公表）

１４日 県に「労働相談窓口」を設置

２１日 「帰国者・接触者相談センター」の２４時間体制構築

宮崎県新型コロナウイルス感染症対策本部幹事会（第１回）の開催

※以後、随時、幹事会を開催

（２５日 国が新型コロナウイルス感染症対策の基本方針を公表）

（２８日 内閣総理大臣が小中高等学校等における全国一斉臨時休業を要請）

２８日 県内の小中高等学校等における一斉臨時休業（3/2～）を通知

３月 ３日 宮崎県新型コロナウイルス感染症対策本部会議（第２回）の開催

４日 本県で１例目となる患者発生

宮崎県新型コロナウイルス感染症対策本部会議（第３回）の開催

６日 県立学校に対して「県立学校の臨時休業を春休みの前日までの間と

する」通知を発出

（１０日 国が緊急対応策（第２弾）を公表）

１１日 「みやざき花いっぱいプロジェクト２０２０」の取組を開始

１２日 宮崎県経済団体協議会との意見交換会

１３日 宮崎県新型コロナウイルス感染症対策本部会議（第４回）の開催

経済変動・伝染病等対策資金を発動（～R2.3.31）

（１３日 国が新型インフルエンザ等対策特別措置法を改正）

１６日 県立学校に対して「県立学校の春休み期間中の対応を、当面、臨

時休業期間中と同様の対応とする」通知を発出

１７日 本県で２，３例目となる患者発生

（１９日 国の専門家会議が「状況分析・提言」を公表）

２３日 県生活衛生同業組合との意見交換会

宮崎県新型コロナウイルス感染症対策本部会議（第５回）の開催

（２４日 国が小中高等学校等における教育活動の再開等に係る通知を発出）

２５日 県内金融機関との意見交換会
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２６日 宮崎県新型コロナウイルス感染症対策本部会議（第６回）の開催

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく「宮崎県新型コロナ

ウイルス感染症対策本部」の設置

県立学校に対して「全ての県立学校の教育活動を４月１日から再

開する」通知を発出

２７日 県内の観光・交通業界との意見交換会

４月 １日 経済変動・伝染病等対策資金を再発動（～R3.3.31）

（１日 国の専門家会議が「状況分析・提言」を公表）

２日 ４月を「感染拡大防止強化月間」と位置づけ

３日 本県で４～７例目となる患者発生

４日 本県で８例目となる患者発生

５日 本県で９，１０例目となる患者発生

６日 本県で１１例目となる患者発生

宮崎県新型コロナウイルス感染症対策協議会を設置

７日 本県で１２例目となる患者発生

（７日 国が特措法に基づく「緊急事態宣言」を７都府県に発令）

（７日 国が「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」を決定）

８日 宮崎県新型コロナウイルス感染症対策調整本部事務局を設置

※各部局では、随時、国からの通知等の周知や関係機関との対応確認等を実施

２ 本県における相談・検査状況

（単位：件）

相談件数 検査件数
一般相談 帰国者・接触者相 陽性件数 陰性件数

談センター

８，２０９ ２，２５０ ５，９５９ ４９８ １２ ４８６

※令和２年２月５日～４月７日までの件数（宮崎市保健所分を含む）

※相談内容は、病状に関するもののほか、一斉休校や県内での患者発生に関する

問い合わせなど、多岐にわたる。

※衛生環境研究所における一日あたりの検査可能件数を７２件に強化（3/23～）


